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Ⅰ．調査結果の概要

１．住宅用地完成面積

（１）面積総数

（２）住宅用地種類別

（単位：千㎡、％）
住 宅 用 地 種 類 　面　　積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３５，０７６ ▲　８．１ １００．０

　一団地の住宅用地　 １３，３６７ ▲　１２．４ ３８．１
　小規模開発の住宅用地　 １８，７５５ ▲　６．０ ５３．５
　再開発的な住宅用地　 ２，７２４ ▲　０．１ ７．８
　別荘用地　 ２３０ 　　８．１ ０．７

（３）発注者別

（単位：千㎡、％）
発　　注　　者 　面　　積　 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３５，０７６ ▲　８．１ １００．０

民　　　　　間 ２９，４５２ ▲　４．９ ８４．０
公　　　　　共 ５，６２４ ▲　２１．７ １６．０

　平成１５年度の住宅用地完成面積は３５，０７６千㎡（前年度比　８．１％減

少）となり、５年連続の減少となった。

　一団地の住宅用地は１３，３６７千㎡（前年度比　１２．４％減少）で５年連

続の減少、小規模開発の住宅用地は１８，７５５千㎡（同　６．０％減少）で前

年の増加から再び減少、再開発的な住宅用地は２，７２４千㎡（同　０．１％減

少）で前年の増加から再び減少、別荘用地は２３０千㎡（同　８．１％増加）で

２年連続の増加となった。

　民間は２９，４５２千㎡（前年度比　４．９％減少）で７年連続の減少、公共

は５，６２４千㎡（同　２１．７％減少）で５年連続の減少となった。構成比で

は、民間８４．０％、公共１６．０％の割合となっている。

注） 四捨五入の関係で各項目の合計は必ずしも総計と一致しない（以下同じ）。
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２．工事件数

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：件、％）
住 宅 用 地 種 類 工 事 件 数 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３１，６１５ ▲　２３．４ １００．０

　一団地の住宅用地　 ３１０ ▲　１６．４ １．０
　小規模開発の住宅用地　 ２９，４０１ ▲　２４．６ ９３．０
　再開発的な住宅用地　 １，６８９ 　　４．８ ５．３
　別荘用地　 ２１５ ▲　２３．５ ０．７

（３）発注者別

（単位：件、％）
発　　注　　者 工 事 件 数 前 年 度 比  構　成　比 
合　　　　　計 ３１，６１５ ▲　２３．４ １００．０

民　　　　　間 ２９，７９０ ▲　２２．９ ９４．２
公　　　　　共 １，８２５ ▲　３０．４ ５．８

　一団地の住宅用地は３１０件（前年度比　１６．４％減少）で６年連続の減少、小

規模開発の住宅用地は２９，４０１件（同　２４．６％減少）で前年の増加から再び

減少、再開発的な住宅用地は１，６８９件（同　４．８％増加）で２年連続の増加、

別荘用地は２１５件（同　２３．５％減少）で前年の増加から再び減少となった。

　民間は２９，７９０件（前年度比　２２．９％減少）で前年の増加から再び減少、

公共は１，８２５件（同　３０．４％減少）で２年連続の減少となった。構成比で

は、民間９４．２％、公共５．８％の割合となっている。

　総工事件数は３１，６１５件（前年度比　２３．４％減少）で、前年の増加から再

び減少となった。
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３．工事１件あたりの完成面積

（１）総数

（２）住宅用地種類別

（単位：㎡、％）

住 宅 用 地 種 類
工事１件あたり
完成面積

前 年 度 比

全　　　　　体 １，１０９ ２０．０

　一団地の住宅用地　 ４３，１２０ ４．９
　小規模開発の住宅用地　 ６３８ ２４．６
　再開発的な住宅用地　 １，６１３ ▲　４．６
　別荘用地　 １，０６７ ４１．３

（３）発注者別

（単位：㎡、％）

発 　 注　  者
工事１件あたり
完成面積

前 年 度 比

全　　　　　体 １，１０９ ２０．０

民　　　　　間 ９８９ ２３．３
公　　　　　共 ３，０８２ １２．５

　一団地の住宅用地は４３，１２０㎡（前年度比　４．９％増加）で４年ぶ

りの増加、小規模開発の住宅用地は６３８㎡（同　２４．６％増加）で前年

の減少から再び増加、再開発的な住宅用地は１，６１３㎡（同　４．６％減

少）で３年ぶりの減少、別荘用地は１，０６７㎡（同　４１．３％増加）で

前年の減少から再び増加となった。

　民間は９８９㎡（前年度比　２３．３％増加）で前年の減少から再び増

加、公共は３，０８２㎡（同　１２．５％増加）で２年連続の増加となっ

た。

　工事１件あたりの完成面積は１，１０９㎡（前年度比　２０．０％増加）

で、前年の減少から再び増加となった。
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４．地域別

（１）地域ブロック別

　住宅用地完成面積を地域ブロック別にみると、以下のようになった。

（単位：千㎡、％）
 　地 　域　 名　 　面　　 積　 前 年 度 比  構　成　比 

合　　　  計 ３５，０７６ ▲　８．１ １００．０

北　 海　 道 １，８４９ ▲　５．２ ５．３
東　　　  北 ３，４９６ ▲　１８．９ １０．０
関        東 １０，９２５ ▲　１７．４ ３１．１
北        陸 １，８９３ ▲　３３．７ ５．４
中        部 ３，９８７ 　　４．２ １１．４
近        畿 ７，１１４ 　　３８．７ ２０．３
中        国 １，７５５ ▲　７．９ ５．０
四        国 １，１３１ ▲　２１．２ ３．２

九 州 ・ 沖 縄 ２，９２６ ▲　１６．８ ８．３

（２）圏域別

（単位：千㎡、％）
圏 　域　 名 　面　　 積　 前 年 度 比  構　成　比(※)
合　　　  計 １４，１７４ 　　５．２ ４０．４

首　 都　 圏 ７，７５３ ▲　１６．１ ２２．１
中　 部　 圏 １，７９８ 　　６．９ ５．１
近　 畿　 圏 ４，６２３ 　　８１．２ １３．２

（地域区分については、<参考>Ⅱ．用語の定義を参照）

　「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法」によ

る大都市地域について、圏域別に完成面積をみると、首都圏は７，７５３千㎡

（前年度比　１６．１％減少）で３年ぶりの減少、中部圏は１，７９８千㎡（同

６．９％増加）で２年連続の増加、近畿圏は４，６２３千㎡（同　８１．２％増

加）で３年ぶりの増加となっている。

※全国を１００．０％とした構成比を示す。
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